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第１章 総 則  

１－１ 調査等概要 

１－１－１ 調査等名  東北自動車道 加須ＩＣ用地測量業務 

１－１－２ 路 線 名  東北縦貫自動車道弘前線 

１－１－３ 施工箇所  自）埼玉県加須市南篠崎地内（ＳＴＡ ２２０＋４０） 

            至）埼玉県加須市南篠崎地内（ＳＴＡ ２２２＋００） 

１－１－４ 業務内容 

項 目 数 量 

作業計画 １式 

現地踏査 １式 

境界確認 ０．６万㎡ 

補助基準点測量（４級） ０．４ｋｍ 

補助多角測量 ０．６万㎡ 

境界測量及び幅杭測量 ０．６万㎡ 

境界点間測量 ０．６万㎡ 

面積計算 ０．６万㎡ 

用地実測図原図の作成 ０．６万㎡ 

道路敷界点及び平面細部測量 ０．２万㎡ 

打合せ １式 

  なお、道路敷界点及び平面細部測量には、用地実測図電子データの修正及び用地

実測図の出力も含むものとする。 

１－１－５ 対象地 

No. 都道府県 市町村名 大 字 字 地 番 

1 埼玉県 加須市 南篠崎 川端 2700-8 

2 埼玉県 加須市 南篠崎 川端 2703-4 

3 埼玉県 加須市 南篠崎 川端 2704-2 

4 埼玉県 加須市 南篠崎 川端 2700-7 

5 埼玉県 加須市 南篠崎 川端 2701-1 

6 埼玉県 加須市 南篠崎 川端 2701-4 

7 埼玉県 加須市 南篠崎 川端 2710-4 

8 埼玉県 加須市 南篠崎 川端 2710-6 

9 埼玉県 加須市 南篠崎 川端 2711-4 

10 埼玉県 加須市 南篠崎 川端 2711-6 

11 埼玉県 加須市 南篠崎 川端 2701-7 

12 埼玉県 加須市 南篠崎 外野 1247-19 

13 埼玉県 加須市 南篠崎 川端 2701-8 



14 埼玉県 加須市 南篠崎 外野 1247-17 

15 埼玉県 加須市 南篠崎 川端 2701-3 

16 埼玉県 加須市 南篠崎 外野 1247-15 

 

１－２ 適用する仕様書等 

  契約書第１条に示す「調査等共通仕様書」（以下「共通仕様書」という。）は、令和

６年７月版とする。また、本特記仕様書及び共通仕様書のほかに、用地関係調査標準

仕様書（以下「標準仕様書」という。）を適用するものとする。 

ただし、各業務内容に適用する仕様書は次のとおりとし、本特記仕様書、共通仕 

様書及び標準仕様書で記載が異なる箇所については、本特記仕様書、標準仕様書、共通仕 

様書の順に適用を優先させるものとする。 

履行内容 適用する仕様書 

作業計画 標準仕様書第１編第２章第１節第９条 

現地踏査 標準仕様書第１編第２章第１節第８条 

境界確認 標準仕様書第１編第３章第１節 

補助基準点測量（４級） 共通仕様書２－３－２ 

補助多角測量 標準仕様書第１編第３章第１節第２９条 

境界測量及び幅杭測量 標準仕様書第１編第３章第１節第２８条 

境界点間測量 共通仕様書２－２－１ 

面積計算 標準仕様書第１編第３章第３節 

用地実測図原図の作成 標準仕様書第１編第３章第４節 

道路敷界点及び平面細部測量 特記仕様書 

打合せ 共通仕様書２－２－１ 

 

１－３ 履行期間 

本業務は、共通仕様書１－１３「着手日」の規定によらず、受注者の円滑な業務執行体

制の確保を図るため、事前に技術者確保等の準備を行うことができる全体履行期間及び

余裕期間を設定した業務であり、発注者が示した全体履行期間内（業務完了期限までの間）

で、受注者が業務の始期（業務着手日）及び終期（業務完了日）を任意に設定することが

できる。なお、契約上の履行期間は、契約保証取得の日の翌日から受注者が設定した業務

の終期までの期間とする。 

余裕期間内は、管理技術者、照査技術者又は現場作業責任者を設置することを要しない。

また、業務着手以外の業務のための準備を行うことができるが、現地踏査や打合せを行っ

てはならない。なお、余裕期間内に行う準備は受注者の責により行うものとする。 

受注者は、落札者決定から１０日以内に、履行期間通知書（本特記仕様書 様式第１号）

により、業務の始期及び終期を発注者へ通知しなければならない。 



 

全体履行期間（業務完了期限）：契約保証取得の日の翌日から１８０日間（まで） 

余裕期間（業務着手期限）：契約保証取得の日の翌日から６０日間（まで） 

 

１－４ テクリスへの登録 

本業務は、「調査等における余裕期間制度」を適用しており、共通仕様書１－１２－４

「テクリスへの登録」の規定によらず、以下のとおりとする。 

（１）受注時は、受注者が設定した業務の始期から１５日以内 

１－５ 道路敷界点及び平面細部測量 

１－５－１ 業務内容 

 受注者は､会社が設置した付替新施設の敷地と高速道路の敷地との境界杭等（以下「道

路敷界点」という。）について、管理用基準点等を基準として、表１に定める方法で測量

を実施し、道路敷界点座標成果表（本特記仕様書 様式第２号）を作成するものとする。 

また、受注者は､前項に規定する道路敷界点のほか、次の各号に掲げる出来型の細部に

ついて、放射法により地物の角、主な折点等の観測を行うものとする。 

一 用地幅（用地敷界）と道路本体構造の外縁線（盛土では法尻、切土では法肩等）

との間のすべての出来型 

二 横断構造物の出来型の外縁線 

三 その他監督員が指示する地物等 

表１ 観測及び距離測定の方法 

区 分 水平角観測 鉛直角観測 距離測定 

ＴＳ 1対回 1対回 1.0セット 

較差の許容範囲   ５ｍｍ 

（注）１ 水平角・鉛直角観測は、１視準１読定、望遠鏡正及び反の位置の観測を１対

回とする。 

２ 距離測定は、ＴＳの場合は１視準２測定を１セットする。 

 

１－６ 主任補助監督員の権限及び補助監督員の権限 

１－６－１ 主任補助監督員の権限 

  共通仕様書１－６－３「主任補助監督員」の規定に基づき、主任補助監督員に委任する

権限は次のとおりである。 

章 項   目 内      容 

1-12-4 テクリスへの登録 ・登録訂正内容の確認 

1-14-1 

1-14-3 

作業計画書の提出 

変更作業計画書 

・作業計画書の提出先及び修正の請求 

・変更作業計画書の提出先 

1-15-1 

1-15-2 

資料の貸与 

資料の返却 

・図書及び関係書類の貸与 

・図書及び関係書類の返却先 

1-16 関係官公署及び関係会社 ・協議に係る指示 



１－６－２ 補助監督員の権限 

共通仕様書１－６－４「補助監督員」の規定に基づき、補助監督員に委任する権限は次

のとおりである。 

章 項   目 内      容 

1-23-2 監督員の検査権等 ・調査状況確認のための立入り、立会い、検査 

1-25-1 検測の方法 ・数量の検測 

 

１－７ 工程表 

受注者は、共通仕様書１－１２－３に示す工程表の作成にあたっては、次の項目ごとに 

作業完了時期を明示し提出するものとする。 

受注者は、完了時期の明示にあたっては、発注者または監督員が行う協議や共通仕様書 

１－２２に示す打合せの実施時期についても十分検討し、工程表に記載するものとする。 

また、共通仕様書１－９－４に定める照査計画を盛り込むこととする。 

種  別 工         種 備   考 

測  量 作業計画  

現地踏査  

境界確認  

補助基準点測量（４級）  

補助多角測量  

境界測量及び幅杭測量  

境界点間測量  

面積計算  

用地実測図原図の作成  

道路敷界点及び平面細部測量  

 

１－８ 打合せ 

打合せ回数は当初・中間・最終打合せを含め４回とする。ただし、履行状況により打合

せ回数が著しく増減する場合、別途協議のうえ打合せ費用の変更を行うものとする。 

 

 

への手続き ・協議状況の報告先及び指示 

1-17-4 

1-17-5 

1-17-6 

協議文書等の整備 

土地への立入り 

身分証明書交付願 

・地元関係者との協議状況の報告先及び指示 

・土地への立入りの指示 

・身分証明書に関する指示 

1-22 打合せ ・打合せ 

・調査等指示簿及び調査等打合簿の提出先 

1-23-1 

1-23-2 

1-23-4 

 

1-23-5 

立会い及び検査 

監督員の検査権等 

立会い及び検査の省略 

 

立会い及び検査の時間 

・調査等打合簿の提出先、立会い、検査 

・調査状況確認のための立入り、立会い、検査 

・設計図書に定められた検査及び立会いの省

略、資料の要求 

・当社の勤務時間外立会い及び検査の承認 

1-25-1 検測の方法 ・数量の検測 

1-45-1 成果品 ・成果品に関する指示 



１－９ 調査等打合簿の作成及び提出について 

  受注者は、共通仕様書１－２２に示す打合せにあたっては、打合せ前に打合せ項目を整 

理するとともに、打合せ終了後、速やかに調査等打合簿（共通仕様書 様式第１－４号） 

を作成し、監督員に記載事項についての確認を得るものとする。 

  なお、清書・押印した調査等打合簿は、打合せ後、７日以内に監督員に２部提出するも 

のとし、監督員は、提出のあった調査等打合簿を受領後７日以内に、受注者に１部返送す 

るものとする。 

 

１－１０ 業務内容確認検査及び完了検査 

１－１０－１ 用語の定義 

共通仕様書１－２「用語の定義」（８）業務内容確認検査、（９）完了検査、（１

１）検査員については、本業務では下記によるものとする。 

一 「業務内容確認検査」とは、完了検査に先立ち、成果品原図を用いて、契約書等

に基づく成果の内容に適合する原図であることを確認するために行う検査をい

う。 

二 「完了検査」とは、契約書第３２条第２項の規定に基づき、業務内容確認検査後

の報告書（報告書紙及び報告書電子データ）等の成果品作成の完了を確認するた

めに行う検査をいう。 

三 「検査員」とは、契約書第３２条第２項の規定に基づき、「完了検査」（「業務

内容確認検査」を含む。）を行うために発注者が定めた者をいう。 

１－１０－２ 業務内容確認検査 

共通仕様書１－３２－１によらず、受注者は、契約書等に基づき成果品原図の作成が

完成し、業務内容確認検査を受けようとするときは、業務完了届（共通仕様書 様式第

１－１０－１号）を発注者に提出しなければならないものとする。 

以降、共通仕様書１－３２－２から１－３２－５までの規定に基づき、業務内容確認

検査を行うものとする。 

１－１０－３ 完了検査 

受注者は、業務内容確認検査に合格後報告書（報告書紙及び報告書電子データ）の製

本・作成が終了した場合、契約書第３２条の規定に基づき、完了検査を受けようとする

ときは、調査等完了届（共通仕様書 様式１－１０－２号）を発注者に提出しなければ

ならない。 

なお、受注者が、調査等完了届を発注者に提出する際には、共通仕様書１－３３－２

によらず、次の各号に掲げる要件をすべて満たさなければならないものとする。 

一 業務内容確認検査に合格し、報告書（報告書紙及び報告書電子データ）の作成が

完了していること。 

二 契約変更を行う必要が生じた場合においては、最終変更契約書を発注者と締結し

ていること。ただし、契約書第２６条に基づき請負代金額の変更、増加費用、損



害額について協議中のため、この変更契約を締結出来ない場合で契約期間に達し

た場合は、その部分を除く最終変更契約書が準備されていること。 

以降、共通仕様書１－３３－３から１－３３－５までの規定に基づき、完了検査を行 

うものとする。 

 

１－１１ 成果品 

１－１１－１ 成果品一覧 

本業務における成果品は下表のとおりとし、紙及び電子データを各１部ずつ提出する

ものとする。提出にあたっては、管理技術者が十分に点検を行なうものとし、電子データ

の成果物については、納品前に最新のセキュリティーソフトでウィルスチェックなど

を行いデータの安全性を確保しなければならない。 

  なお、観測手簿又は電子野帳の測量記録は、実際に使用した原簿又は記録とし、書き直

し、浄書又は打ち直し等をしてはならない。 

  特に観測手簿又は電子野帳等の文字の訂正は、旧文字が判読できるよう抹消し、その脇

に正しい文字を記入することとし、インク消し又は小刀等を用いて旧文字を抹消しては

ならない。 

成 果 品 名 数量 標 準 規 格 等 

作業計画書 １部 日本産業規格Ａ４版 

観測手簿又は電子野帳の測量記録 

（補助基準点測量及び境界測量） 
１式 受注者にて定める 

補助基準点測量の成果品一式 １式 
東日本高速道路株式会社測量作業規

程に定める基準点測量に準ずる 

補助多角点座標成果表 １部 日本産業規格Ａ４版 

公図等転写図 １部 受注者にて定める 

公図等転写連続図 １部 受注者にて定める 

土地調査表 １部 受注者にて定める 

土地境界確認書 １式 受注者にて定める 

測量計算簿等（境界測量） １部 受注者にて定める 

用地実測図電子データ １式 受注者にて定める 

面積計算書 １部 受注者にて定める 

精度管理表（境界点間測量及び用地実

測図電子データ） 
１部 受注者にて定める 

用地実測図電子データ（道路敷界点及

び平面細部測量） 
１式 

別記１「ＣＡＤデータ構築表」によ

る 

用地実測図の出力図面（区分Ａ又はＢ）

（道路敷界点及び平面細部測量） 
各１部 

日本産業規格Ｂ１版（図枠） 

出力区分は別記１「ＣＡＤデータ構

築表」による 

その他参考図面等 １部 受注者にて定める 

 



１－１１－２ 成果品の作成 

  受注者は、前項に掲げる成果品を、次の各号の規定に基づき作成するものとする。 

一 作業の種別及び内容ごとに整理し、編集する。 

二 表紙には、契約件名、年度（又は履行期限の年月）、会社及び受注者の名称を記載 

 する。 

三 目次及びページを付す。 

四 容易に取り外すことが可能な方法により編綴する。 

２ 本仕様書に様式の定めがないものは、監督員の指示によるものとする。 

３ 受注者は、会社が契約書第４１条に規定する、契約不適合に伴う履行の追完請求期間内

は、成果品の作成に当たり使用した調査票等の原簿（以下「原簿」という。）を、保管し

なければならない。 

４ 受注者は、前項の規定に基づき保管する原簿について、監督員から提出を求められたと

きは、速やかに提出しなければならない。 

１－１１－３ その他 

成果品の作成は１－１１－２の他、次によるものとする。 

一 成果品のデータは、それぞれコンパクトディスク等（一度しか書き込みできないも 

 のに限る。以下同様）に格納し、本体又はケースに道路名、区間名、品名、作業範囲 

 の起点と終点の市町村名及び大字などの必要事項を記載するものとする。 

二 用地実測図の出力図面は、道路名、区間名、品名（Ａ・Ｂの区分）、縮尺、作業範 

 囲の起点と終点の市町村名及び大字等の必要事項を表示した表紙を、添付するもの 

 とする。 

三 調書及び成果表等の出力したもの（紙）は、それぞれ堅固なファイルに整理し、 

 ファイルタイトルには道路名、区間名、品名、作業範囲の起点と終点の市町村名及 

 び大字などの必要事項を記載するものとする。 

 

 

第２章 その他 

２－１ 共通仕様書における適用対象外 

本業務において、共通仕様書「１－４５－３電子納品」、「１－４５－４電子納品チェッ 

クシステム」、「１－４５－５標準提出部数」については、適用対象外とする。 

 

 

 



別記１

レイヤ

No

AB別

表示情報
レイヤ名 格納情報 表示色 ＲＧＢコード 文字サイズ 線種 線幅 マーク

マーク

サイズ

・ 方位 － 適宜 適宜 － －

・ 図枠（座標値を含む） 座標1.8mm continuous
外枠0.35mm

内枠1.40mm
－ －

・ 着色凡例 （凡例の着色は、施設区分に従い該当するレイヤ

No19～28へ格納する。）

・ 拡大図の図枠、符号及び縮尺文字

3.5mm continuous 0.25mm － －

・ 図面位置関係図 3.5mm continuous
当該図0.50mm

上記以外0.13mm
－ －

・ 図面タイトル（「管理用図面A」の文字はレイヤNo10へ、「管理

用図面B」の文字はレイヤNo14へ）
適宜 continuous

外枠0.50mm

仕切り0.13mm
－ －

・ 市町村名 7.0mm － － － －

・ 大字名、字名 5.0mm － － － －

long dashed

double-dotted

long dashed

dotted

dashed

・ 基準点及び当該点の番号（点名）2級基準点 3.5mm － 0.25mm ▲ 3.0mm

・ 基準点及び当該点の番号（点名）管理用基準点 3.5mm － 0.25mm △ 3.0mm

・ 基準点及び当該点の番号（点名）管理用補助基準点 3.5mm － 0.25mm 3.0mm

continuous

・ 中心点及び当該点の番号（点名） 2.5mm ◎ 3.0mm

・ 中心点（20mピッチ） － ○ 2.0mm

・ キロポスト 2.5mm ● 2.0mm

continuous

continuous

・ 用地幅杭点及び当該点の番号（点名） 1.8mm － 0.25mm ○ 2.0mm

7 A 07A用地幅杭点間距離 ・ 用地幅杭点間距離 赤 255,0,0 1.8mm － － － －

continuous

9 A 09A道路敷界点
・ 道路敷界点及び当該点の番号（点名DL、DR）

・ 道路敷界点間距離
青 0,0,255 1.8mm － 0.25mm ○ 1.5mm

continuous

・ 地番 2.5mm － － － －

・ 分筆後の新たな地番 2.5mm － － － －

continuous

continuous

・ 区分地上権等の表示 3.5mm - － － －

・ 境界点（用地幅杭点を除くすべて）及び当該点の番号（点名） 1.8mm － 0.13mm ○ 1.0mm

・ 境界辺長（用地幅杭点、道路敷界点、交点を含む。） 1.8mm － － － －

13 B 13B区画面積 ・ 求積地番の面積、符号 黒 0,0,0 2.5mm － － － －

continuous

・ 道路本体構造（中央分離帯、車道、路肩、法面、側溝、トンネ

ル、橋台、橋脚等の出来型）
適宜 continuous 0.25mm － －

・ 附帯施設（料金所、サービスエリア、パーキングエリア、バス

ストップ、非常駐車帯も含む。）
適宜 適宜 適宜 － －

・ 防護柵、遮音壁、流水方向 － 適宜 適宜 － －

・ 高架、橋梁、トンネルの名称及び延長 3.5mm 適宜 適宜 － －

・ 非常電話、情報板、諸施設の位置及び名称 3.5mm 適宜 適宜 － －

・ 道路と効用を兼ねる主要な他の工作物の名称 3.5mm 適宜 適宜 － －

dashed

・ その他測量で得た出来型 適宜 適宜 適宜 － －

・ 交差、接続又は重複する道路の種類、路線名、幅員及び管理

者
適宜 適宜 適宜 － －

・ 交差又は重複する河川、鉄道の種類、名称及び管理者 適宜 適宜 適宜 － －

19 AB 19AB在来法定道路敷（橙） ・ 在来法定道路敷（橙着色） 橙 255,128,0 － － － － －

20 AB 20AB在来法定外道路敷（茶） ・ 在来法定外道路敷（茶着色） 茶 192,128,64 － － － － －

21 AB 21AB在来法定河川敷（緑） ・ 在来法定河川敷（緑着色） 緑 0,255,0 － － － － －

22 AB 22AB在来法定外水路敷（黄緑） ・ 在来法定外水路敷（薄緑着色） 薄緑 128,192,128 － － － － －

23 AB 23ABその他在来施設敷（黄） ・ その他在来施設敷（黄着色） 黄 255,255,0 － － － － －

24 AB 24AB法定道路新施設敷（赤） ・ 法定道路新施設敷（赤着色） 赤 255,0,0 － － － － －

25 AB 25AB法定外道路新施設敷（桃） ・ 法定外道路新施設敷（ﾏｼﾞｪﾝﾀﾞ着色） ﾏｼﾞｪﾝﾀﾞ 255,0,255 － － － － －

26 AB 26AB法定河川新施設敷（藍） ・ 法定河川新施設敷（明青着色） 明青 0,128,255 － － － － －

27 AB 27AB法定外水路新施設敷（水） ・ 法定外水路新施設敷（ｼｱﾝ着色） ｼｱﾝ 0,255,255 － － － － －

28 AB 28ABその他の新施設敷（紫） ・ その他新施設敷、区域外会社所有地（青紫着色） 青紫 128,64,255 － － － － －

29
必要に

応じて
29ラスタデータ － － － － －

レイヤ名（情報に応じて適宜） その他参考情報 適宜 適宜 適宜 適宜 適宜

※ 文字サイズ、マークサイズは、B1サイズで出力した場合のサイズとする。

■詳細について、別紙「ＣＡＤデータ作成に関する留意事項」を参照　

データの内容を個別に判断し、上記の表示色を使用する

既定義色16色より選択

128,128,128
適宜 適宜 － －

18 AB 18AB交差施設情報 黒 0,0,0

16 A 16A道路本体施設情報 暗灰 128,128,128

17 A 17A平面細部測量出来型
・ 横断構造物の施設別外縁線

暗灰

0,0,0 2.5mm 0.13mm － －

15 A 15A道路本体構造平面図 暗灰 128,128,128

12 B 12B境界点・境界辺長 黒 0,0,0

14 B 14B求積表 ・ 求積表　（指定様式による。） 黒

－ －

・ 非買収の在来施設の敷界線 － 0.13mm － －

－ －

11 AB 11AB土地区画情報 黒 0,0,0
・ 地番界線 － 0.13mm

－ －

10 A 10A道路敷界点座標成果表 ・ 道路敷界点の座標一覧表（指定様式による。） 黒 0,0,0 2.5mm 0.13mm

－ －

8 A 08A用地幅杭点座標成果表 ・ 用地幅杭点の座標一覧表（指定様式による。） 黒 0,0,0 2.5mm 0.13mm

－ －

6 AB 06AB用地幅杭
・ 用地幅杭線（用地敷界線）

赤 255,0,0
－ 0.25mm

0.25mm

5 AB 05AB道路区域 ・ 道路区域線 青 0,0,255 － 0.25mm

2.5mm 0.13mm － －

4 AB 04AB中心点・キロポスト 赤 255,0,0 －

－ 0.50mm － －

3 AB 03AB基準点 黒 0,0,0

・ 基準点座標一覧表（指定様式による。）

－ 0.50mm － －

・ 大字界線 － 0.50mm － －

2 AB 02AB所在・字界 黒 0,0,0

・ 市町村界線

・ 字界線

CADデータ構築表

1 AB 01AB図枠・タイトル・凡例 黒 0,0,0



別紙 

 





 

様式第１号 

令和 年 月 日 

 

東日本高速道路株式会社 関東支社 

支社長 松坂 敏博 殿 

住所                 

会社名                

代表者                

 

履行期間通知書 

 

（調査等名） 

 

標記について、発注者が示した全体履行期間内において業務の始期と終期を設定しまし

たので、 通知します。  

 

記 

 

１．契約保証取得の日 
令和 年 月 日 

２－１．発注者が設定した全体履行期間 

令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日（ 日間） 

（１．契約保証取得の日の翌日） 

２－２．発注者が設定した余裕期間 

令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日（ 日間） 

（１．契約保証取得の日の翌日） 

３－１．受注者が設定した業務の始期 

令和  年  月  日 

３－２．受注者が設定した業務の終期 

令和  年  月  日 

３－３．契約上の履行期間 

令和 年 月 日  ～  令和 年 月 日（ 日間） 

（１．契約保証取得の日の翌日） （３－２．受注者が設定した業務の終期） 

以 上 



 

 

様式第２号 


